
第２節 欧米主要国における賃金伸び悩みの要因

欧米主要国・地域における賃金伸び悩みの要因と考えられる主な事項について、その

状況を検証していく。近年、先進国共通で失業率が低下しているにもかかわらず、賃金

の伸びが高まらない要因に関しては、活発な議論が行われており、様々な要因が指摘さ

れているが、一つの決定的な要因によるものではなく、複数の要因が関与していると考

えられる。ここでは、賃金伸び悩みの要因と考えられる事項のうち、 労働需給の緩

み（スラック）の存在、 労働生産性の上昇率の鈍化、 労働者の賃金交渉力の低

下、 予想インフレ率の低下、 労働者のモビリティの低下、 人工知能（AI）等

の技術革新の影響について、アメリカ、ユーロ圏、ドイツ、フランス及び英国の動向を

確認していく 。

１．労働需給の緩みの存在

労働市場の情勢を把握する際に参照される代表的な指標は失業率であるが、失業率は

前節で確認した通り、欧米主要国・地域で低下傾向を示しており、歴史的にみてもおお

むね低い水準にあるといえる。このことは一般に、労働需給がタイト化していることを

示し、賃金の伸びの高まりにつながると考えられているが、前節で確認した通り、欧米

主要国・地域の賃金上昇率は低迷している。

このため、賃金の伸び悩みを検証する上で、失業率の低下は必ずしも労働需給のタイ

ト化を示しておらず、失業率からでは把握できない労働需給の緩み の存在が指摘され

ている。失業率からは把握できない労働需給の緩みが存在する場合、その者が求職活動

を行えば、労働供給が増加することとなり、賃金上昇率を抑えると考えられる。そのた

め、ここではまず欧米主要国・地域の労働参加率をみた後、労働需給の緩みにつながる

未活用労働力の大きさを示す各種指標を確認し、欧米主要国・地域の労働需給の緩みの

状況を検証する。

（労働参加率の動向）

労働需給の緩みの存在を示す指標として、特にアメリカにおいて労働参加率の低下が

挙げられている。労働参加率は、生産年齢人口に占める労働力人口（就業者数と失業者

近年の先進国における賃金伸び悩みの要因としては、このほかに、名目賃金の硬直性のため景気後退時に労働需要の

減少に見合った賃金削減が行われなかったことや、グローバル化によりグローバル・バリュー・チェーンが拡大したこ

とで、労働市場における国際競争が激化したことなどが指摘されている。

アメリカ連邦制度理事会（FRB）のイエレン議長は、 年８月のスピーチにおいて「労働需給の緩み（スラック）と

は、人々が就業できる職の数よりも、就業を希望し、また可能である人の数の方がはるかに多いことを意味する」と述

べている。

－  13 －



数の合計）の割合であり、その低下は非労働力人口の割合の上昇を意味している。労働

参加率低下（非労働力率上昇）の要因としては、高齢化といった人口構成要因のほかに、

求職活動を一定期間以上行っていない ために労働市場から退出したとみなされる者の

増加も含まれるため、そうした者が潜在的に労働需給の緩みとなっている可能性がある。

景気回復が進むにつれて一度非労働力化した者が求職活動を再開し、労働市場に再び参

入すれば、労働需給の緩みが顕在化することになる。

欧米主要国・地域におけるいわゆるプライムエイジ（ ～ 歳）全体の労働参加率を

みると、ユーロ圏全体、ドイツ、フランス及び英国は、女性の労働参加率上昇もあり、

年以降緩やかな上昇傾向にあるのに対し、アメリカについては、 年にはわずかに

上昇したものの、長期的にみれば明らかな低下傾向をたどっている（第 図）。男女

別にみても、アメリカのみヨーロッパ主要国・地域と異なる傾向がみられる。プライム

エイジの男性の労働参加率は、ヨーロッパ主要国・地域では、ほぼ横ばいかわずかな低

下にとどまっている一方、アメリカでは 年代半ばから急激に低下している。プライ

ムエイジの女性の労働参加率については、ヨーロッパでは 年代はほぼ一貫して上

昇傾向にあるが、アメリカのみ 年代前半にほぼ横ばいで推移した後、 年代後

半以降低下している。このため、ヨーロッパでは、 年代に男性の労働参加率にわず

かながら低下傾向がみられたものの、女性の労働参加率が上昇したため、プライムエイ

ジ全体では 年以降やや上昇している（第 図）。

これを踏まえると、 年代半ば以降の労働参加率の低下は、アメリカで顕著である

ものの、ヨーロッパでは確認できず、欧米主要国・地域に共通した現象とは言えない。

アメリカ大統領経済諮問委員会 Council of Economic Advisors)（ ）は、アメリカに

おけるプライムエイジの男性の労働参加率が低下している理由として、低スキル・中ス

キルの労働需要の減少を挙げており、その背景には技術進歩やグローバル化があり得る

としている。他方で、そのような要因は先進国共通であることから、アメリカ特有の要

因として、求職活動の補助や職業訓練といった積極的労働市場政策が他の OECD加盟国

と比較して充実していないことや、刑務所に収監される人数が急増している ことを挙

げている。また、男性より低下の幅が小さいものの、女性でも労働参加率が低下してい

ることについては、アメリカでは仕事と育児・介護の両立支援に資する労働市場政策の

アメリカ及びユーロ圏では、調査時点から過去４週間に求職活動を行っていない者は、働いていない場合でも失業者

として扱われない。

アメリカの男性 万人あたりの収監人数は、 年には 人であったが、 年には 人に急増した。 年の

万人あたり収監人数（男女合計）は OECD 平均の５倍近くとなっている。収監者自体は労働力調査の対象となってい

ないが、過去に収監された者は刑務所を出所した後に就業できず、非労働力化する可能性が高いため、収監人数の増加

は間接的に労働参加率を押し下げることになる。また、アメリカでは、過去に収監された者が就くことが法的に制限さ

れている職も多く存在する。 年時点でアメリカのプライムエイジの男性の ～ ％が過去に犯罪歴を有するとの

推計もある。（アメリカ大統領経済諮問委員会 ）
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拡充が他の OECD 加盟国と比較して実施されなかった影響の可能性が指摘されている 。

さらに、 年代以降、育児や介護といった家庭の事情以外を理由として過去１年間に求

職活動を行わなかったプライムエイジの割合は、男女共に上昇しており、特に 年代

に入って以降上昇している。育児や介護といった家庭の事情を除けば、男女共に病気や

障害があることが求職活動を行わない理由として最も多い。このため、健康面での問題

が、アメリカのプライムエイジにとって男女共に労働参加の障壁となっているとも指摘

されている 。

アメリカにおける労働参加率の低下の背景にあるこのような特有の構造的問題により

非労働力化した者には、景気回復に伴い労働力化するという性質ではない者が少なから

ず存在すると考えられる。ただし、就業を希望しつつも育児や介護を理由として非労働

力化している者の中には、仕事と育児・介護の両立支援に資する労働市場政策がとられ

れば、直ちに労働力化する者がいる可能性がある。

以上の構造的問題を踏まえると、アメリカにおけるプライムエイジの労働参加率の低

下は、中長期的にみれば労働需給の緩みとなっている可能性はあるが、短期的にみて賃

金の伸びに影響する労働需給の緩みとなっているとは限らず、景気回復に伴い労働力化

する労働需給の緩みが、ヨーロッパと比較してアメリカにおいて大きいことを示してい

るとは必ずしもいえない。

第 図 欧米の労働参加率（プライムエイジ・全体）

Blau and Kahn (2013) は、他の OECD加盟国と比較したアメリカの女性の労働参加率の低下の ～ ％は、仕事と育

児・介護の両立支援に資する労働市場政策（育児休業等）の拡充の程度により説明できるとしている。 
アメリカにおける 年から 年までの労働参加率について、男性の参加率低下の約 、女性の参加率低下の約

％は医療用鎮痛剤であるオピオイドの処方の増加で説明できるとする研究もある（Kruger, 2017）。

フランス
（％） ドイツ 英国

ユーロ圏
アメリカ

（年）

（備考） ユーロスタット、OECD.Stat より作成。
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第 図 欧米の労働参加率（プライムエイジ・男女別）

（男性） （女性）

（未活用労働の指標）

先に欧米主要国・地域の失業率の推移をみたが、各国の就業、失業分野の統計のほと

んどは、ILO（国際労働機関）が定める国際基準に基づいている。ILOでは失業率を補う

「未活用労働」の考え方が重要であるとの観点から、国際基準改定に向けた議論が進め

られ、 年に採択された「仕事または労働、就業、労働力の未活用に関する決議」

（Resolution Concerning Statistics of Work, Employment and Labour Underutilization）におい

て、「未活用労働」に関する新たな指標が設けられた。従来は人口を就業者、失業者及び

非労働力人口の３つに分類していたが、 年の決議により、これらに加え「未活用労働」

の定義が明確化され、「未活用労働」は、労働時間に関連した未活用労働力、失業者及び

潜在労働力を合わせた概念とされた（第 表）。このうち労働需給の緩みに関連する

のは、「労働時間に関連した未活用労働力」及び「潜在労働力」である。

第 表 ILO決議に基づく未活用労働の分類

（備考）ILO (2013) より作成。

本 ILO決議には、第 表に掲げた未活用労働に関する指標が示されており、この

うちいくつかを公表すべきとしている。なお、未活用労働の総合指標（LU４）は、「広義

の失業率」と呼ばれることもある。

（年）

（％）

（備考） ユーロスタット、OECD.Stat より作成。

アメリカ

フランス ドイツ

英国
ユーロ圏

（年）

（％）

（備考） ユーロスタット、OECD.Stat より作成。

フランス ドイツ 英国

ユーロ圏 アメリカ

分類 定義

労働時間に関連した未活用労働力

（timerelated underemployment）
就業者のうち、本人が希望しまた就業可能であるほかの就業形態と比較して労働時間が

不十分な者

失業者

（unemployment）
就業しておらず、就業可能である者のうち求職活動を行っている者

求職活動は、「直近４週間又は１か月」に実施した職探し等を目的とした活動を指す

潜在労働力

（potential labour force）
就業しておらず、就業を希望しているものの、何らかの理由により求職活動の実施又は

（及び）就業可能性が制限されている者
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第 表 ILO決議に基づく未活用労働に関する指標

（備考）ILO (2013) より作成。

（未活用労働力と労働需給の緩み）

失業者、潜在労働力及び労働時間に関連した未活用労働力は、可能であれば就業また

は労働時間を増やしたいと考えている者であり、労働市場の需給との関係ではいずれも

労働供給を増やす要因であり、「労働需給の緩み」の構成要素である（第 図）。前

述の LU４（広義の失業率）は、その時点での各国・地域における労働需給の緩みのレベ

ルを示したものであるといえる。

第 図 労働需給の緩み（イメージ）

（欧米主要国における未活用労働の指標）

欧米主要国・地域においては、上記の ILO決議を踏まえ、未活用労働の分類の詳細が

決定されており、それに基づき未活用労働に関する指標が公表されている。第 表

及び第 表に、以下で取り上げるアメリカ及び EU における未活用労働の分類及び

指標をあらかじめ示しておく。

就業者

（フルタイム等）

その他

非労働力

失
業
者

労働時間に関連した未活用労働力

労働力人口 非労働力人口

労働需給の緩み

潜在労働力

指標名 定義

LU１ 失業率

[失業者数／労働力人口]×100

LU２ 労働時間に関連した未活用労働と失業を合わせた率

[（労働時間に関連した未活用労働者数＋失業者数）／労働力人口]×100

LU３ 失業と潜在労働力を合わせた率

[（失業者数＋潜在労働力人口）／（労働力人口＋潜在労働力人口）]×100

LU４ 未活用労働の総合指標

[（労働時間に関連した未活用労働者数＋失業者数＋潜在労働力人口）／（労働力人口＋潜在労働力人口）]×100
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第 表 アメリカ及び EUにおける未活用労働力（失業者以外）の分類

（備考）アメリカ労働省、ユーロスタットより作成。

第 表 アメリカ及び EUにおける未活用労働の指標

（備考）１．アメリカ労働省、ユーロスタット、総務省資料より作成。 
２．ユーロスタットでは、LU１－LU４そのものは公表していないが、その算出に必要な指標を公表している。 

（欧米主要国における広義の失業率）

通常の失業率（LU１）は、未活用労働のうち失業者のみを測定する指標であるため、

労働需給の緩みを正確に測定できていないとの指摘がある。就業可能ではあるものの求

職活動を一定期間以上行っていない者は、景気回復等により仕事が見つけやすい状況に

なれば、たとえ低賃金であっても就業すると考えられる。また、より長時間働くことを

希望しながらパートタイム労働にとどまっている者は、パートタイム労働からフルタイ

ILO アメリカ EU
LU１ U３（失業率） 失業率

LU２ ― 不完全雇用パートタイム労働者を加えた率

LU３
U５
（失業者＋求職意欲喪失者＋その他の縁辺労働者）／
（労働力人口＋縁辺労働者）

潜在労働力（求職活動しているがすぐに就業しない者及び
就業可能ではあるが求職活動を行っていない者の合計）を
加えた率

LU４
U６
（失業者＋縁辺労働者＋経済的理由によるパートタイム
労働者）／（労働力人口＋縁辺労働者）

不完全雇用パートタイム労働者及び潜在労働力を加えた率

労働時間に関連した未活用労働力
timerelated underemployment

潜在労働力
potential labour force

縁辺労働者（marginally attached to the labor force
就業を希望しかつ就業可能であり、過去12か月に求職した
ものの就業していない者のうち、過去４週間に求職活動を
行っていない者。過去４週間に求職活動を行なっていない
ため、失業者には含まれず、過去４週間に求職活動を行わ
なかった理由は問わない。

求職意欲喪失者（discouraged workers
※縁辺労働者の一部
就業を希望しかつ就業可能であり、過去12か月に求職した
ものの就業していない者のうち、求職しても就業できない
と考えているため、過去４週間に求職活動を行わなかった
者。

求職活動しているがすぐには就業しない者
person seeking work but not immediately available

15～74歳の失業者及び就業者以外の者のうち、
・過去４週間の間に求職活動を行い、次の２週間以内には
就業可能ではない者。
・３か月以内に就業することが決定しているものの、次の
２週間以内には就業可能ではない者。
・３か月以上先に就業することが決定している者。
・過去４週間の間に受動的に求職活動を行っており（面接
の結果待ち等）、次の２週間以内に就業可能である者。

就業可能ではあるが求職活動を行っていない者
person available to work but not seeking

15～74歳の失業者及び就業者以外の者のうち、就業を希望
しており次の２週間以内に就業可能であるものの、求職活
動を行っていない者。

EU

不完全雇用パートタイム労働者
（underemployed parttime worker
15～74歳のパートタイム労働者のうち追加的に労働す
ることを希望し、また可能である者。

経済的理由によるパートタイム労働者
（employed parttime for economic reasons
パートタイム労働者（週35時間未満の労働）のうち、
フルタイム就業を希望し、また可能であるものの、経
済的理由によりパートタイムで働いている者。

アメリカ
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ム労働に移行できれば、賃金の上昇が緩やかであってもそれを許容する傾向にあると考

えられる。これらは、賃金上昇圧力を抑制する原因となり得ることから、労働時間に関

連した未活用労働力及び潜在労働力を加えた広義の失業率の動向を確認する必要がある。

まず、アメリカの広義の失業率（U６）をみると、 年９月のリーマン・ショックに

端を発する世界金融危機の発生後、広義の失業率は 年末から 年初めにかけて ％

台まで急激に上昇した（第 図）。しかし、その後、長期にわたる景気回復が続く中

で、広義の失業率も着実に低下し、 年に入り世界金融危機発生直前の水準に近付きつ

つある。しかし、過去最長であった 年３月から 年３月の景気回復期終盤の 年

には世界金融危機発生直前よりも広義の失業率はさらに低く、アメリカの景気回復が続

けば、今後、広義の失業率は、更に低下する可能性もあると考えられる。

第 図 アメリカの広義の失業率の推移

次に、ユーロ圏全体、ドイツ、フランス及び英国について、データが入手可能な 年

以降の広義の失業率の動向をみていく（第 図）。ユーロ圏全体では、 年の世界

金融危機、 年のギリシャ問題を契機とする欧州政府債務危機により、広義の失業率は

上昇を続け、 年及び 年には ％を超えて推移した。 年以降は低下しているもの

の、依然としてリーマン・ショック直前の水準には戻っていない。

ユーロ圏主要国を見るとユーロ圏全体とは異なる動きもみられる。ドイツでは、世界

金融危機や欧州政府債務危機に関わらず、 年以降ほぼ一貫して広義の失業率は低下を

続けており、水準もユーロ圏全体と比較して低く、潜在労働力の比率も他のユーロ圏の

国と比較して低い。ドイツにおいてこのような傾向がみられる背景には、世界金融危機

後輸出主導で景気が回復した後、欧州政府債務危機の際も経済成長率が底堅く推移した

ほか、 年代前半に実施された「シュレーダー改革」の一環として、労働市場改革（い

わゆる「ハルツ改革」）が進められた影響があるものと考えられる。ハルツ改革では、失

縁辺労働者

経済的理由によるパートタイム労働者

失業者

（年）

（％）

（備考）１．アメリカ労働省より作成。

２．シャドーは景気後退期。

広義の失業率
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潜在労働力

不完全雇用パートタイム労働者

失業者

広義失業率

％

（備考）１ ユーロスタットより作成。

２ シャドーは景気後退期。（景気の山・谷の設定

は欧州政策研究センターによるもの）。

（期）

（年）

業に対する補償から就労促進へと労働政策の方針転換が図られ、ミニ・ジョブ制度の拡

充、派遣労働の規制緩和等により労働市場の柔軟化・多様化が進められた 。その結果、

失業率は 年代半ば以降低下しており、これに合わせて広義の失業率も低下してい

る。

フランスについては、広義の失業率のデータが入手可能な 年以降をみると、 年

以降やや低下しているものの、ユーロ圏全体とほぼ同じ水準で高止まりしている。

英国では、ユーロ圏全体よりもやや早く、 年後半以降低下しており、 年後半に入

りリーマン・ショック前とほぼ同水準にまで低下している。

第 図 ヨーロッパの広義の失業率の推移

（ユーロ圏） （ドイツ）

（フランス） （英国）

内閣府（ ）

潜在労働力
不完全雇用パートタイム労働者
失業者
広義失業率

％

（期）

（年）

（備考）１ ユーロスタットより作成。

２ シャドーは景気後退期。（景気の山・谷の設

定はコンファレンス・ボードによるもの）。

潜在労働力
不完全雇用パートタイム労働者
失業者
広義失業率

％

（備考）１ ユーロスタットより作成。

２ 未季節調整値。

３ シャドーは景気後退期。（景気の山・谷の設
定はコンファレンス・ボードによるもの）。

（期）

（年）

％

（備考）１ ユーロスタットより作成。

２ シャドーは景気後退期。（景気の山・谷の設

定はコンファレンス・ボードによるもの）。

（期）

（年）
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（アメリカにおける経済的理由によるパートタイム労働者）

アメリカの広義の失業率全体の動きを確認したが、以下では広義の失業率に含まれる

未活用労働力の中でも、「労働時間に関連した未活用労働力」に着目していく。未活用労

働力は失業者には当たらないことから、増加すれば失業率の押下げ要因となり、労働市

場の需給の引き締まりを過大に見せることになり得る。アメリカでは、広義の失業率（U
６）に含まれる「経済的理由によるパートタイム労働者」（前掲第 表）がこの「労

働時間に関連した未活用労働力」に当たる。

以下では「経済的理由によるパートタイム労働者」をその主な構成要素である「業務

量の削減／企業の経営状況」 Slack Work or Business Conditions）と「パートタイムの仕事

のみ見つかった」（Could Only Find PartTime Work）に分けてみていきたい（第 図）。

前者が個々の企業の事業上の都合によるパートタイム労働であるのに対し、後者はフル

タイムの仕事の不足に起因するパートタイム労働を意味する。世界金融危機発生直後に、

「業務量の削減／企業の経済状況」を理由としたパートタイム労働者が急増したことに

より、「経済的理由によるパートタイム労働者」が大きく押し上げられている。 年半

ばにアメリカの景気回復が始まると、「業務量の削減／企業の経済状況」を理由としたパ

ートタイム労働者が着実に低下した一方、「パートタイムの仕事のみ見つかった」者の割

合は緩やかな増加を続け、 年にようやく低下に転じている。結果として、現在の「経

済的理由によるパートタイム労働者」の構成は、 年後半の景気回復初期と比較して、

企業都合ではなく、パートタイムの仕事しか見つからなかったことを理由としている者

の割合が高くなっている。このようにフルタイムの仕事を見つけられないことを理由と

するパートタイム労働者は、景気回復局面に入った後もすぐには減少しておらず、労働

需給の緩みとして比較的長期にわたり一定程度残存し続ける様子がうかがえる。 
 

第 図 経済的理由によるパートタイム労働者の内訳

 （労働力人口比、％）

（年）
（備考）１．アメリカ労働省より作成。

２．シャドーは景気後退期。

経済的理由による

パートタイム労働者

業務量の削減

企業の経営状況

パートタイムの仕事のみ見つかった
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（欧米主要国における非自発的パートタイム労働）

ここまでアメリカを例に「労働時間に関連した未活用労働力」の中でも、フルタイム

での就業を希望しているものの、パートタイムの仕事のみ見つかったことを理由とする

パートタイム労働者（非自発的パートタイム労働者）が、景気回復の過程で比較的長期

にわたり労働需給の緩みとして残存することをみた。そこで、非自発的パートタイム労

働者 に着目して、欧米主要国・地域の状況を比較する。非自発的パートタイム労働者は、

パートタイム労働に従事せざるを得ない状況にあることから、低い賃金上昇率を許容し

やすい可能性や、非自発的パートタイム労働者がフルタイムでの就業先を探す過程で、

既存のフルタイム労働者との競争が生じ、そのことがフルタイム労働者の賃金上昇の抑

制要因となるといった可能性が指摘されている 。IMF では、総雇用者数に占める

非自発的パートタイム労働者の割合が１％ポイント上昇した場合、名目賃金上昇率は

％ポイント低下するとの試算が示されている。

第 図は、欧米主要国・地域のプライムエイジについて、非自発的パートタイム

労働者が労働力人口に占める比率を男女別にみたものである。これをみると、 年以

降、いずれの国・地域でも男性に比べ女性の比率が高くなっており、また、男女ともに

ドイツを除きパートタイム労働者の割合は上昇傾向にある。

ドイツを除く国・地域では、世界金融危機以降、非自発的パートタイム労働者の割合

は大きく上昇している。フランスを除きここ数年は低下に転じているが、低下のスピー

ドが緩やかであるため、男女ともに依然としてリーマン・ショック前より高い水準にと

どまっている。ドイツの非自発的パートタイム労働者の動向が他国と異なる要因として

は、前述した 年代前半の「ハルツ改革」の影響が考えられる。ハルツ改革の結果、

労働市場の柔軟化・多様化が進み、 年代を通じてパートタイム労働者比率は緩やか

に上昇したものの、このうち非自発的パートタイム労働者の割合は他の主要国と比較し

て低位で安定的に推移している 。

また、世界金融危機発生後のプライムエイジの失業率と非自発的パートタイム労働者

比率のピークを比較すると、アメリカ、ユーロ圏全体、英国いずれにおいても、失業率

の方がおおむね１年から３年程度早くピークを迎えている（第 図、第 表）。

景気回復の初期段階では、求職活動を続けていたものの就業できずにいた者や、非労働

力化していた者が、フルタイムでの就業を希望するにもかかわらず、まずはパートタイ

ムで就業するために、失業率の低下と非自発的パートタイム労働者比率の増加が同時に

「非自発的パートタイム労働者」の定義の詳細は国・地域により異なる。アメリカでは、通常パートタイムで働い

ている者で、週労働時間が 時間未満である理由を「パートタイムの仕事のみ見つかった」者としている。ユーロ

圏、フランス、ドイツ及び英国では、フルタイムの仕事が見つからなかったためパートタイムで働いていると申告し

た者としている。

IMF (2017)

内閣府（ ）

－  22 －



もたらされ、その後、景気回復が進展するにつれ、そのような労働者がフルタイムに移

行することで、非自発的パートタイム労働者比率が低下すると考えられる。このことは、

景気回復初期の失業率の低下が労働需給の緩みの縮小を過大に表している可能性を意味

し、失業率の低下開始後も非自発的パートタイム労働者の増加という形でしばらくの間

労働需給の緩みが残存することを示唆している。

第 図 非自発的パートタイム労働者比率（プライムエイジ）

（男性）

（女性）

ドイツ

英国 ユーロ圏

フランス

アメリカ

（労働力人口比、％）

（年）

（備考）１．ユーロスタット、OECD.Stat より作成。

２．ユーロ圏の 年及び英国の 年のデータは欠損。

３．ユーロ圏は ～ 歳、その他の国は ～ 歳についてのデータ。

４．「非自発的パートタイム」は各国により詳細な定義は異なり、

アメリカについては「経済的理由によるパートタイム労働」の

一部にあたる。

フランス

ドイツ

英国

アメリカ

ユーロ圏

（労働力人口比、％）

（年）

（備考）１．ユーロスタット、OECD.Stat より作成。

２．ユーロ圏の 年及び英国の 年のデータは欠損。

３．ユーロ圏は ～ 歳、その他の国は ～ 歳についてのデータ。

４．「非自発的パートタイム」は各国により詳細な定義は異なり、

アメリカについては「経済的理由によるパートタイム労働」の

一部にあたる。
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第 図 失業率と非自発的パートタイム労働者比率（プライムエイジ）

（アメリカ） （ユーロ圏）

（英国）

（％）

（年）

失業率

非自発的パートタイム労働者比率

（男性）（目盛右）

非自発的パートタイム労働者比率

（女性）（目盛右）

（％）

（備考）１．OECD.Stat より作成。

２． ～ 歳の失業率及び非自発的パートタイム

労働者比率。

（％）

（年）

失業率

（％）
非自発的パートタイム労働者比率

（女性）（目盛右）

非自発的パートタイム労働者比率

（男性）（目盛右）

（備考）１ ユーロスタットより作成。

２ 非自発的パートタイム労働者比率の 年

のデータは欠損。

３． ～ 歳の失業率と ～ 歳の非自発的

パートタイム労働者比率。

（年）

（％）

失業率

（％）非自発的パートタイム労働者比率

（女性）（目盛右）

非自発的パートタイム労働者比率

（男性）（目盛右）

（備考）１ OECD.Stat より作成。

２ 非自発的パートタイム労働者比率の 年の

データは欠損。

３． ～ 歳の失業率及び非自発的パートタイム

労働者比率。
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第 表 世界金融危機発生後のプライムエイジの失業率と非自発的パートタイム

労働者比率のピークの比較（アメリカ、ユーロ圏、英国）

（労働需給の緩み：欧米主要国により差異が存在）

ここまで複数の指標から確認してきた欧米主要国・地域における労働需給の緩みの状

況をまとめてみよう。失業率が低下しながらも賃金が伸び悩む状況は欧米主要国・地域

で共通しているが、労働需給の緩みの状況には差異が存在する。

アメリカでは、過去三番目の長さに達するとみられる景気回復を背景に、失業率のみ

ならず、広義の失業率や非自発的パートタイム労働者比率も低下し、リーマン・ショッ

ク前とほぼ同水準に達している。このため、残存する労働需給の緩みは小さいと考えら

れる。

ユーロ圏全体では、広義の失業率は近年低下傾向にはあるものの、依然として高い水

準にあり、また、非自発的パートタイム労働者比率は、男性は 年、女性は 年をピ

ークにようやく低下し始めた状況であることから、労働需給の緩みが一定程度残存し、

その大きさはアメリカや英国よりも大きいとみられる。

ユーロ圏の中でもドイツは、広義の失業率や非自発的パートタイム労働者比率が、リ

ーマン・ショックや欧州政府債務危機の影響を受けずに着実に低下しており、労働需給

の緩みの縮小が確実に進み、残る需給の緩みは限られているとみられる。

フランスは、失業率の水準が過去と比較して依然高く、広義の失業率、非自発的パー

トタイム労働者比率ともに低下傾向を示すに至っていないことから、労働需給の緩みは

大きく、ユーロ圏全体以上に存在するものとみられる。

英国では、広義の失業率の着実な低下がみられ、リーマン・ショック前の水準におお

むね到達しており、また非自発的パートタイム労働者比率の低下もユーロ圏全体と比較

して数年早く始まっていることから、労働需給の緩みも着実に縮小し、残る需給の緩み

は小さいと考えられる。

失業率のピーク
非自発的パートタイム

労働者比率（男性）のピーク

非自発的パートタイム

労働者比率（女性）のピーク

アメリカ 10年 13年 13年

ユーロ圏 13年 15年 14年

英国 11年 13年 13年

（備考）１．アメリカ労働省、ユーロスタット、OECD.Statより作成。

２． 年以降の暦年データでのピーク。

３．失業率は ～ 歳、非自発的パートタイム労働者は、ユーロ圏は ～ 歳、その他の国は ～ 歳に

ついてのデータ。
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２．労働生産性上昇率の鈍化

賃金の伸びには労働生産性の上昇が鍵とされる。労働生産性は、労働１単位当たりの

付加価値を示しており、この上昇は、企業に対して賃金引上げの余地を与える。第

図は、アメリカを例に 年から 年の長期にわたる労働生産性上昇率と賃金上昇

率の関係をプロットしたものであり、これをみても両者の間に正の相関があることを確

認できる。ここでは、欧米主要国・地域の労働生産性上昇率について、その動向を確認

する。

まず、第 図は、 年以降の労働生産性上昇率の推移を示しているが、長期的に

みて、これらの国・地域のいずれにおいても労働生産性上昇率が低下している。労働生

産性上昇率は、TFP(Total Factor Productivity) 上昇率と資本装備率の伸び率の寄与との和

となることから、労働生産性上昇率の低下は、これらのいずれか、もしくは双方の低下

が起きていることとなる。中島他（ ）は、 年から 年までと 年から 年までの

先進国における労働生産性の伸びをTFPの要因と資本装備率の要因に分解し、その双方

が鈍化していることを指摘している。また、OECD(2017a)は、特に金融危機後にOECD諸
国で広くみられる労働生産性の低下について、投資全体の低迷に加え、ICT投資及び非

ICT投資の双方において労働生産性への寄与が低下しており、資本装備率の伸びの低下

が原因であると指摘している。 

資本と労働の増加によらない生産の増加を表すものは全要素生産性(Total Factor Productivity：TFP)と呼ばれる。TFP
は、具体的には、技術進歩、効率化等を表すと考えられている。

Ｙ：生産量、Ｌ：就業者数、Ｈ：労働時間、Ｋ：資本ストック、Ｓ：資本稼働率、Ａ：TFP、α：資本分配率とする

と、コブ＝ダグラス型生産関数を想定した産出量は、

Ｙ＝Ａ（ＫＳ）α（ＬＨ）（１－α）

となる。両辺を総労働投入量ＬＨで除し、対数をとると、

（Ｙ／ＬＨ）＝ Ａ＋α （ＫＳ／ＬＨ）

となる。すなわち、労働生産性の伸び率は、TFP上昇率と資本装備率の伸び率の寄与の和となる。
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第 図 アメリカ 労働生産性上昇率と賃金上昇率

第 図 アメリカ、英国、ドイツ、フランス、ユーロ圏の労働生産性上昇率

（１）アメリカ、英国 （２）ドイツ、フランス、ユーロ圏

第 図 英国、ドイツ、フランス、ユーロ圏の労働生産性上昇率（製造業）

（％）

（年）
（備考）OECD.Statより作成。

ユーロ圏

フランス

ドイツ

英国

（％）

（年）

ユーロ圏

フランス

ドイツ

（備考）OECD.Statより作成。

（％）

（年）

（備考）OECD.Statより作成。

アメリカ

英国

（時間当たり賃金上昇率、前年比、％）

（労働生産性上昇率、前年比、％）

（備考）アメリカ労働省より作成。
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賃金の伸びと労働生産性の関係を把握するため、生産１単位当たりの賃金コストを表

す単位労働コスト（ULC：Unit Labor Cost）を賃金要因と労働生産性要因に分解すること

もよくなされる（第 図）。第 図をみると、大きな傾向としては、各国・地域

の労働生産性の低下に伴い、賃金の上昇も低下傾向にある。アメリカ、英国、フランス

及びユーロ圏全体は、生産性要因の寄与が縮小していく中で、賃金要因も 年代前半

と比較して近年小幅の寄与にとどまっている。一方、ドイツでは、近年においても賃金

要因による押上げが、 年代前半の水準と変わらない点は注目に値する。この傾向は、

業種を製造業に限定しても同様であり、英国、フランス及びユーロ圏全体は生産性要因

と賃金要因の寄与がともに縮小していく中で、ドイツは賃金要因による押上げが 年

代前半から変わっていない（第 図）。
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第 図 アメリカ、英国、ドイツ、フランス、ユーロ圏の単位労働コスト（ULC）
（１）アメリカ （２）英国

（３）ドイツ （４）フランス

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）ユーロ圏

（ULC前年比寄与度、％）

（年）

（備考）OECD.Statより作成。

ULC前年比

生産性要因

賃金要因

（ULC前年比寄与度、％）

（年）

（備考）OECD.Statより作成。

ULC前年比

生産性要因

賃金要因

（ULC前年比寄与度、％）

（年）

（備考）OECD.Statより作成。

ULC前年比

生産性要因

賃金要因

（ULC前年比寄与度、％）

（年）

（備考）OECD.Statより作成。

ULC前年比

生産性要因

賃金要因

（ULC前年比寄与度、％）

（年）

（備考）OECD.Statより作成。

ULC前年比

生産性要因

賃金要因
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第 図 英国、ドイツ、フランス、ユーロ圏の製造業の単位労働コスト（ULC）
（１）英国 （２）ドイツ

（３）フランス （４）ユーロ圏

 

３．労働者の賃金交渉力の低下

労働市場における制度・政策は、賃金の動向に大きな影響を与える。ここでは、賃金

交渉力に影響を与えうる要因として、欧米主要国における団体交渉とアメリカの非競争

契約の動向について検証する。

（労働組合と団体交渉）

労働組合は、団体交渉により賃金等の労働条件を交渉する主体であり、賃金決定に大

きな影響を与えている。労働組合の組織率の低下は、労働者の賃金交渉力を弱める可能

（ULC前年比寄与度、％）

（年）

（備考）OECD.Statより作成。

ULC前年比

生産性要因

賃金要因

（ULC前年比寄与度、％）

（年）

（備考）OECD.Statより作成。

ULC前年比

生産性要因

賃金要因

（ULC前年比寄与度、％）

（年）

（備考）OECD.Statより作成。

ULC前年比

生産性要因

賃金要因

（ULC前年比寄与度、％）

（年）

（備考）OECD.Statより作成。

ULC前年比

生産性要因

賃金要因
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性があり、賃金上昇の抑制要因となり得る。欧米の労働組合の参加率をみると、 年以

降、多くの国で一貫して低下傾向を示している（第 図）。OECD（2017b）は、そ

の要因として、労働組合組織率が高いとされる公的部門の縮小や、全組合員の ％ を

占める製造業の縮小、より柔軟な雇用契約の増加といった点を挙げている。

第 図 労働組合組織率

しかし、労働組合組織率が、そのまま団体交渉の結果を受け締結される労働協約の適

用範囲を示しているとは限らない。労働組合組織率が低い場合でも、団体交渉の適用率

が高ければ、団体交渉を通じた賃金上昇は、広範囲の労働者に適用されることとなる。

団体交渉の適用範囲が広いほど、実質賃金が経済成長により有意に相関するとの分析も

ある 。また、ヨーロッパについては、企業内で労働協約が適用される労働者の割合が高

いほど、賃金低下の可能性が低く、賃金上昇の可能性が高いとの指摘もある 。そこで、

団体交渉適用率をみると、OECD 全体では長期的に低下傾向にあるが、適用率が高水準

にある国と低下傾向にある国に二極化している（第 図）。

この二極化は、団体交渉が主として行われるレベル（産業・企業）の違いが影響して

いるものと考えられる。企業レベルの交渉よりも、産業レベルの交渉の方が、より広範

な労働者に交渉結果が適用されることになる。団体交渉適用率の高いドイツやフランス

を含む大陸ヨーロッパでは、産業レベルでの団体交渉が主流であるのに対し、適用率の

年時点の OECD加重平均。

ILO（2008）

ECB (2017) 

（備考）１．OECD“Employment Outlook 2017” より作成。

２．フランス、ドイツ、OECD全体については

年まで、英国、アメリカについては

年までのデータ。

フランスの ～ 年、 年、 ～ 年の

データは欠損。

（％）

（年）

フランス

ドイツ

英国

アメリカ

OECD全体
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低いアメリカや英国では、企業レベルでの団体交渉が主流となっている（第 表）

。

また、団体交渉適用率は、労働政策の変更によっても大きな影響を受ける。フランス

では 年の労働法改革（オルー改革）により、産業レベル及び企業レベルそれぞれにつ

いて、一定の事項の団体交渉を法律で義務付けた。これを受け、 年代に団体交渉適用

率が大幅に上昇し、近年は ％を超える水準に達している。他方、英国では、 年代に

保守党政権による労働組合への規制強化や公共部門の民営化が進められたことを受け、

産業レベルでの団体交渉が減少し、団体交渉適用率も大幅に低下した。ドイツでは、

年の東西ドイツ統一以降、製造業からサービス業への産業構造の変化により、労働組合

組織率が低下したことが団体交渉適用率の低下に影響したといわれている。

第 図 団体交渉適用率

第 表 団体交渉のレベル

アメリカ及び英国では、労働組合組織率や団体交渉適用率が示すように労働者の賃金

交渉力が低下していると考えられる一方、フランスとドイツでは依然として団体交渉や

労働協約が賃金決定に重要な役割を果たしているとみられる。

フランスのマクロン大統領が現在進めている労働市場改革において、 年５月１日より、産業レベルの労働協約が

企業レベルの労働協約に優先される分野が一定の基本的事項（産業別最低賃金等）に限定されることとなっている。

フランス

ドイツ

英国

OECD全体

アメリカ

（備考）１．OECD.Statより作成。

２．ここでは団体交渉のカバー率を示す指標として、

交渉権利を有する労働者の割合を使用。

（％）

（年）

主要な団体交渉のレベル

アメリカ 企業

ドイツ 産業

フランス 産業

英国 企業

（備考）OECD“Employment Outlook 2017”より作成。
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（賃金低下に影響を与えうる雇用契約：アメリカの非競争契約）

雇用契約の中には、労働者の賃金交渉力の低下をもたらす可能性があるものも存在す

る。そうしたものの一つとして、アメリカにおける非競争契約（noncompete 
agreement）が挙げられる 。非競争契約とは、雇主と労働者との間の雇用契約で、当該

労働者が競争相手である他企業に転職することを離職後一定期間禁止するものである。

非競争契約がもたらす主な社会的・経済的利益としては、企業秘密が保護されることに

よりイノベーションが促進されることや、労働者の転職可能性の低下に伴い労働者に対

するトレーニング実施のインセンティブが高まることが挙げられる。他方、社会的・経

済的不利益としては、労働者の賃金交渉力低下による賃金の低下、雇用流動性の低下に

よる労働市場の効率性の毀損といった点が挙げられる。

非競争契約と賃金との関係を具体的にみると、非競争契約は、労働者が現在雇用され

ている企業にとって競争相手となる企業からの転職オファーの受諾を妨げる契約である

ため、雇用されている企業との賃金交渉を困難にするほか、当該企業外でのキャリア形

成を妨げることを通じて賃金の伸び率と初期の賃金の低下に寄与すると指摘されてい

る。例えば、アメリカ財務省の分析によれば、非競争契約の適用が標準偏差一単位増加

した場合、賃金が ％低下するとの結果が得られている。

非競争契約はアメリカで広く活用されており、 年時点で、労働者の ％が非競

争契約の下で働いており、 ％はこれまでのいずれかの時点で非競争契約を結んだ経

験がある 。なお、企業秘密の保護が非競争契約の理由であるとすれば、契約の対象は

高学歴・高収入の労働者に偏ると考えられ、実際に非競争契約を締結した経験がある労

働者の割合は、四年制大学卒の学位以上を持つ労働者で ％、年収 ドル以

上の労働者で ％と半数近く又はそれ以上に上り、 年現在、非競争契約を締結し

ている割合も、前者が ％、後者が ％となっている。他方、低学歴・低収入の

労働者についても、四年制大学卒の学位を持たない労働者の ％、年収 ドル

以下の労働者の ％が非競争契約を締結した経験を有し、 年現在も前者の

％、後者の ％が非競争契約を締結している（第 図）。

White House (2016)  Department of the Treasury (U.S.) (2016)

Starr et al. (2017) 
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第 図 非競争契約を締結している労働者の割合

４．予想インフレ率の低下

賃金の伸びをみる上では、予想インフレ率の動向を把握することも重要である。労働

者は、インフレによる購買力の低下を避けるべく、賃金交渉を行うことから、予想イン

フレ率の上昇は、賃金の上昇につながる。

予想インフレ率については、主に市場ベースと調査ベースの大きく分けて２つの情報

源がある。市場ベースの予想インフレ率は、インフレ連動債やインフレスワップ金利の

動向から市場参加者の予想インフレ率を計算するものであり、調査ベースの予想インフ

レ率は、消費者、企業又はエコノミストに直接、予想インフレ率を聴取したものである。

以下では、アメリカ、ユーロ圏及び英国について予想インフレ率がどのように推移して

いるかをみていく。

（アメリカの予想インフレ率）

アメリカの市場ベースの予想インフレ率をブレーク・イーブン・インフレ率（BEI）
でみると、 年ごろから低下し始め、 年ごろに上昇に転じたが、 年後半において

も、２％を下回り低水準となっている（第 図）。

次に、調査ベースの予想インフレ率をミシガン大学の消費者を対象とした調査により

確認する。ミシガン大学の調査では、１年先と５年先の予想インフレ率は、ともに 年

代半ばから低下傾向を示しており、 年後半においても３％を下回り過去と比べて低い

水準にとどまっている（第 図）。

固定利付国債の利回りと物価連動国債の利回りの差から得られる市場参加者の予想インフレ率。

全体 大学卒

未満

大学卒

以上

年収

ドル以下

年収

ドル以上

全体 大学卒

未満

大学卒

以上

年収

ドル以下

年収

ドル以上

非競争契約を締結した

経験がある労働者

年現在、非競争契約を

締結している労働者

（％）

％

％
％ ％

％

％

％ ％
％

％
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このように、アメリカの予想インフレ率は、市場ベースでみても調査ベースでみても、

長期的に低下傾向を示しており、直近でも低い水準にとどまっている。

第 図 ブレーク・イーブン・インフレ率

第 図 ミシガン大学調査による予想インフレ率

（１年） （５年）

（ユーロ圏の予想インフレ率）

次に、ユーロ圏の予想インフレ率を確認していく。市場ベースの予想インフレ率のう

ち、ECB（欧州中央銀行）が注目しているとされる指標として、インフレスワップ・フ

ォワードレート（５年先５年物） がある。これは、５年後から５年先のインフレ率につ

いての市場関係者の予想を示すものである。インフレスワップ・フォワードレートは、

年半ばまではおおむね２％を超える水準であったが、その後は低下傾向を示し、 年

には２％を切る水準で推移している（第 図）。

消費者物価指数を原資産とした金融派生商品から算出される市場参加者の予想インフレ率。

（％）

（年）

（備考）ミシガン大学より作成。

（％）

（年）

（備考）ミシガン大学より作成。

（％）

（年）

（備考）ブルームバーグより作成。
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第 図 インフレスワップ・フォワードレート（５年先５年物）

ECB が重要視する調査ベースの予想インフレ率として、ECB 経済予測専門家調査

（Survey of Professional Forecasters (SPF)）がある。SPFは、EU圏内の金融及び非金融機

関に所属するエコノミストが予測するインフレ率を調査したものである。１年先の予想

インフレ率は、世界金融危機時に１％近辺まで大きく下落し、その後上昇したが、 年

以降再び下落した。 年入り後は再び上昇傾向にあるものの、 年時点で ％程度に

とどまっている。５年先の予想インフレ率については、 ～ ％の間の比較的安定し

た動きとなっている（第 図）。 
 

第 図 経済予測専門家調査による予想インフレ率

（１年） （５年）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、欧州委員会は、消費者に対し、過去 か月と比較した、今後 か月の消費者

物価の見通しを調査している。これをみると、 年代はじめまでは、「過去 か月と

同程度に上昇する」と答えた者の割合が「横ばいとなる」と答えた者の割合を大きく上

回っていたが、 年代半ば以降は「横ばいとなる」の割合が高くなる局面がみられる

ようになり、ここ数年は、「横ばいとなる」の割合が大きく上昇し、「過去 か月と同程

（％）

（年）

（備考）ECB経済予測専門家調査より作成。

（％）

（年）

（備考）ECB経済予測専門家調査より作成。

（％）

（年）

（備考）１．ブルームバーグより作成。

２．終値のデータ。
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度に上昇する」と同程度の割合となっている（第 図）。 

第 図 欧州委員会消費者調査によるインフレ予想

このようにユーロ圏においても、市場ベース、調査ベースともに長期的にみて予想イ

ンフレ率が低下傾向にあるといえる。

（英国の予想インフレ率）

英国の市場ベースの予想インフレ率をブレーク・イーブン・インフレ率（BEI）でみ

ると、 年ごろから低下し始めたが、 年ごろに上昇に転じ、 年はおおむね３％前後

で横ばいとなっている（第 図）。また、インフレスワップ・フォワードレート（５

年先５年物）は、 年の ％を超える水準から 年後半の２％台へと低下傾向を示して

いたが、 年はおおむね ％前後で推移している（第 図）。

英国の調査ベースの予想インフレ率をイングランド銀行（BOE）のインフレ態度調査

（Inflation Attitudes Survey）により確認する。インフレ態度調査は、消費者に対して、小

売店が１年先と５年先にどの程度価格を上げると予想しているかを調査したものである。

１年先の予想インフレ率は、 年以降おおむね２～４％の間で推移しており、 年に

は４％を超えていたが、その後２％を切る水準にまで低下した。 年ごろからは再び上

昇し、３％程度となっている。５年先の予想インフレ率については、 年以降おおむね

３％を超える推移となっている。 年ごろから低下傾向を示し３％を下回ったものの、

年ごろに上昇に転じ３％を上回っている（第 図）。 
このように、英国では、一時的に予想インフレ率が低下する局面もみられるが、長期

的な低下傾向は認められない。 

過去 か月と同程度に上昇する

上昇は緩やかになる

横ばいとなる

下落する

（％）

（年）

（備考）１．欧州委員会消費者調査より作成。

２．「過去 か月と比較して、消費者物価は翌 か月で

どのように進展すると思うか」という質問に対する回答。

３．回答のうち「上昇は加速する」、「わからない」は省略。
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第 図 ブレーク・イーブン・インフレ率

第 図 インフレスワップ・フォワードレート（５年先５年物）

第 図 インフレ態度調査による消費者の予想インフレ率

（１年後の物価上昇率見通し） （５年後の物価上昇率見通し）

（％）

（年）

（備考）BOEより作成。

（％）

（年）

（備考）BOEより作成。

（年）

（備考）ブルームバーグより作成。

（％）

（年）

（備考）ブルームバーグより作成。

（％）
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５．労働者のモビリティの低下

労働者のモビリティ（流動性）の低下が、賃金上昇を抑制しているのではないかとの

議論がある。これは、転職が労働市場のマッチングの改善や、低生産性企業から高生産

性企業への労働の再配分を通じて、労働者の賃金の上昇につながるとされているためで

ある 。また、転職率の上昇は、雇主が労働者の転職を防ぐために賃金引上げ圧力にさら

されやすくなることも意味する 。

（アメリカにおける労働者のモビリティの状況）

Hyatt and McEntarfer (2012)によれば、 年から 年にかけての転職による賃金の上昇

率（中央値）は、特に 歳以下の若年層で高く、 ～ 歳では２～５％の上昇にすぎ

ないのに対し、 ～ 歳では ～ ％に上るとのことである。このため、特に若年層の

転職率が低い場合には、賃金上昇率を抑制する可能性がある。 
まず、 年以降のアメリカの年齢階層別の転職率の状況について確認する（第

図）。転職率は若年層（ ～ 歳）が最も高くなっているが、いずれの年齢層におい

ても世界金融危機を契機に大きく落ち込んでいる。しかしその後は、景気回復とともに

徐々に転職率も上昇し、 年には全ての年齢階層において、ほぼ世界金融危機前の水準

に戻っている。 
 

第 図 アメリカの転職率の推移

次に、ベビーブーマーの退職や少子化・高学歴化といった人口構成の変化の影響を

Danninger (2016) 

Bank of England (2017)

（％）

（年）

（備考）１．U.S. Census Bureau, JobtoJob Flows Statistics 
より作成。

２．シャドーは景気後退期。

歳～
～ 歳

～ 歳

全年齢
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みるため、前回の景気の山である 年 ～ 月期以降の転職率の変化を 各年齢階

層の全雇用者数に占めるシェアの変化（人口構成要因）と 各年齢階層の中での転職

率の変化（転職率要因）に分解してみる 。これをみると、転職率の低下は、おおむね

～ 歳と ～ 歳の「転職率要因」がマイナスに寄与したことによる。 ～ 歳と

～ 歳の「人口構成要因」はマイナスに寄与しているものの、その影響は大きくな

いことから、ベビーブーマーの退職や少子化・高学歴化の影響は限定的と考えられる

（第 図）。

第 図 転職率の要因分解

以上を踏まえるとアメリカでは、労働者のモビリティの低下は、世界金融危機以降し

ばらくの間は、賃金上昇率の押し下げに寄与した可能性があるが、 年以降大きな要因

にはなっていないと考えられる。

転職率の差分（当該四半期（ 期） – 年 ～ 月期（ 期））を次のとおり要因分解している。

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑡𝑡 − 𝑗𝑗𝑗𝑗0 =∑ [𝑠𝑠0
𝑔𝑔(𝑗𝑗𝑗𝑗𝑡𝑡

𝑔𝑔 − 𝑗𝑗𝑗𝑗0
𝑔𝑔) + 𝑗𝑗𝑗𝑗0

𝑔𝑔(𝑠𝑠𝑡𝑡
𝑔𝑔 − 𝑠𝑠0

𝑔𝑔)]
𝑔𝑔

 

𝑗𝑗𝑗𝑗𝑡𝑡
𝑔𝑔
： 年齢階層の 期の転職率

𝑠𝑠𝑡𝑡
𝑔𝑔
： 年齢階層の雇用者が 期の全雇用者に占めるシェア

（備考）１．U.S. Census Bureau, JobtoJob Flows Statistics より作成。

２．シャドーは景気後退期。

（景気の山（ 年 ～ 月期）からの差、％ポイント）

（年）

～ 歳・

転職率要因

歳以上・

転職率要因

～ 歳・

転職率要因

歳以上・

人口構成要因

～ 歳・

人口構成要因

～ 歳・

人口構成要因
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（英国における労働者のモビリティの状況）

英国における転職率の状況を確認する。英国における転職率もアメリカと同様、世界

金融危機を契機に大きく落ち込んだ。その後の景気回復局面では、転職率は上昇し、

年以降は金融危機直前とほぼ同水準に達している（第 図）。このため、英国でも

アメリカと同様、労働者のモビリティの低下が近年の賃金上昇率の低下の要因とはなっ

ていないといえる。

第 図 英国の転職率

６．技術革新による影響

近年、財、サービス、情報等のインターネットを介しての流通が加速する中、新しい

技術革新が進展している。最近では例えば、モノのインターネット化（IoT：Internet of 
Things）、ビッグデータ、人工知能（AI：Artificial Intelligence）、ロボットの導入が注目さ

れている。

AI 等の最新の技術革新が短期的に雇用や賃金にもたらす影響に関しては様々な議論

がある。労働市場への影響に関連して、短期的に雇用が喪失される可能性も指摘されて

いる。ただし、中心的に雇用が失われる層がどこなのかについては、様々な見解が存在

する。アメリカ大統領府（Executive Office of the President） は、低賃金・低学歴の

職種の方が、高賃金・高学歴の職種と比較して、AI等による自動化の影響を大きく受け

ると指摘している。OECD（2016）は、デジタル技術の進展は、業務がルーチン化された

職種を代替する一方、業務がルーチン化されていない職種に関しては、デジタル技術が

職務の推進を助けると指摘している。さらに、業務がルーチン化されていない職種には、

管理職等の高賃金層や手作業を要する低賃金層の両方が含まれ、業務がルーチン化され

（年）

（％）

（備考）１．英国国家統計局より作成。

２．シャドーは景気後退期。 景気の山・谷の設定は

コンファレンス・ボードによるもの）。
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た職種には、予約管理等の主に中賃金層が含まれるとしている。このことは技術革新が、

高賃金層と低賃金層への二極化をもたらす可能性を示唆している。また、自動化に関し

ては、「業務の自動化＝雇用の喪失」では必ずしもない点に注意が必要である。Arntz et 
al.  (2016) は、OECD加盟国のうち か国について分析を行い、自動化により完全に代

替される職はわずか９％であるとの結論を得ている。この理由については、技術革新が

実際に活用されるまでには時間を要し、また多くの労働者は求職活動のサポートや職業

訓練を受けることで、技術革新が創出した分野を含む新たな業務を担うことができるた

めとしている。

また、デジタル技術の進展は、特定の職種の賃金上昇につながることも考えられる。

例えば、情報通信技術（ICT：Information and Communication Technology）専門家といった

高度な技術を要する労働者の賃金は上昇する可能性がある。これは、デジタル技術の進

展に伴い、ICT 専門家に対する需要が供給を上回る状況となり、雇主が必要な技術者を

見つけることが困難になるためである 。

他方で、技術革新が労働者の賃金交渉力の低下につながるとの議論もある。BIS（ ）

は、ロボット等による自動化が、製造業に従事する労働者のみならず、ソフトウェアの

開発や情報技術の進展による知識の自動化を通じて、サービス業の労働者の賃金交渉力

の低下にも寄与すると指摘している。また、OECD（ ）は、シェアリング・エコノミ

ーといった技術革新がもたらした新たな業態が、賃金交渉を阻害しているとしている。

シェアリング・エコノミーにおいて、プラットフォーム上で財やサービスを提供してい

る者は、当該プラットフォームの運営者（雇主）との間で、一時雇用契約や独立した契

約を結んでいる場合が多く、組織化されていない。このため、団体交渉を行うことがで

きず、正規雇用者と比較して低い賃金で働く状況に陥る傾向があると指摘している。

このように、IoT、ビッグデータ、AI、ロボットといった技術革新が雇用や賃金に与え

る影響については、低・中賃金の雇用の喪失、賃金の二極化、ICT 専門家など一部職種

での賃金上昇、団体交渉を通じた賃金交渉力の低下等様々な点が指摘されており、現段

階では、賃金上昇率への影響について一概に結論づけることができない。

長期的には、過去の技術革新と同様、こうした新しい技術革新は、適切な職業訓練や

教育、労働移動の促進を伴えば、雇用の創出や賃金の上昇につながると考えられる。過

去の技術革新については、短期的には雇用の喪失をもたらしたものの、長期的には生産

性の向上や報酬がより高い雇用の創出につながり、労働市場に対しプラスの効果が大き

いとの見方が多い。最近の技術革新の中でも ICTの導入に関して OECD（2017d, 2017e）
は、技術革新により失業が増加したことはなく、また ICTへの投資は長期的な労働需要

に影響を与えていないとしている。

OECD（2017c）
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最新の技術革新は、短期的には雇用の喪失、賃金の二極化等、労働市場にマイナス面

をもたらしうるが、長期的に雇用の創出や賃金の上昇につながるために労働市場政策や

教育政策が重要である。例えば、新技術により職を失う労働者への職探し（active  job 
search）の支援や適切な所得補助、新技術に対応するための職場での訓練や生涯学習のた

めの効率的なシステムの構築、人々が必要な時にアクセス可能な再訓練の整備といった

政策が有用と考えられる 。

７．賃金伸び悩みの要因：欧米主要国共通の要因と違い

本節では、欧米主要国・地域における賃金の伸び悩みの要因とされている事項につい

て検証してきた。各要因について各国・地域の状況を検証した結果は、第 表のと

おりである。近年の欧米主要国・地域の賃金上昇率の伸び悩みは、複合的な要因による

ものであり、各要因の影響の大きさについては、各国・地域により差異があると考えら

れる。

各国・地域に共通の要因としては、労働生産性上昇率の鈍化が挙げられる。また、英

国を除く国・地域で予想インフレ率が低下している点もほぼ共通していると言えるだろ

う。

他方、労働需給の緩みと労働者の賃金交渉力の低下については、国・地域によりまち

まちである。労働需給の緩みについては、アメリカ、ドイツ及び英国で相当程度縮小し

てきているとみられる一方で、ユーロ圏全体とフランスでは、依然需給の緩みが存在す

ると考えられる。労働者の賃金交渉力については、アメリカと英国ではかなりの程度低

下してきている一方で、フランスでは依然高い交渉力を、ドイツでも相当程度の交渉力

を有すると考えられる。

国・地域ごとに要因を整理すると、アメリカでは、労働生産性上昇率の低下及び予想

インフレ率の低下のほか、労働者の賃金交渉力の低下や非競争契約のような制度の存在

が、賃金上昇の妨げになっている可能性がある。なお、アメリカでは労働需給の緩みは

小さいと考えられる一方、積極的労働市場政策や仕事と育児・介護の両立支援策の不足、

プライムエイジの者が抱える健康問題といった構造的問題から、労働参加率がヨーロッ

パと異なり男女共に低下傾向にあるという課題も存在する。

英国は、予想インフレ率が上昇し、労働需給の緩みは縮小しているものの、労働生産

性上昇率及び労働者の賃金交渉力は低下しており、こうしたことが賃金伸び悩みの一因

となっている可能性が考えられる。

OECD (2017d) 、OECD(2017e) 
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失業率が依然高水準にあるユーロ圏全体とフランスでは、労働生産性上昇率の低下や

予想インフレ率の低下とともに、労働需給の緩みの存在が賃金伸び悩みに影響している

と考えられる。

ドイツでは、労働需給の緩みは確実に縮小しており、労働者の賃金交渉力もアメリカ

や英国と比べると高いことから、労働生産性の伸びの低下が、賃金伸び悩みの一因と考

えられる。

また、AIやビッグデータ等の新しい技術革新の賃金への影響について、欧米主要国・

地域間での差異の有無は明らかではないが、そうした技術は短期的には、低・中賃金の

雇用の喪失、賃金の二極化等を通じて賃金に影響を与えうる。しかし長期的には、適切

な職業訓練や教育、労働移動の促進を伴えば、技術革新による生産性の向上が賃金上昇

につながると考えられる。 
以上より、先進国においては、賃金上昇のためにも労働生産性向上に向けた取組が共

通して重要であると言える。それに加え、各国・地域の実情に応じた適切なマクロ経済

政策に加え、労働市場政策も必要である。労働需給の緩みが賃金伸び悩みに影響してい

ると考えられるユーロ圏全体やフランスでは、就業を希望する潜在労働力が就業し、非

自発的パートタイム労働者がフルタイム労働に移行することを助ける求職活動支援や、

職業訓練といった積極的労働政策が重要である。労働需給の緩みが小さいものの労働参

加率が低下しているアメリカでは、潜在労働力以外の非労働力となっている者もヨーロ

ッパと比較して多いと考えられ、そうした者を労働力化するための社会政策が必要と考

えられる。
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第
表

欧
米
主
要
国
の
賃
金
伸
び
悩
み
の
要
因

空
欄
：
影
響
は
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。

＊
：
影
響
は
小
さ
い
と
考
え
ら
れ
る
。

＊
＊
：
影
響
が
一
定
程
度
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

＊
＊
＊
：
影
響
が
大
き
い
と
考
え
ら
れ
る
。

―
：
デ
ー
タ
が
存
在
し
な
い
等
に
よ
り
未
検
証
。

ア
メ
リ
カ

ユ
ー
ロ
圏

ド
イ
ツ

フ
ラ
ン
ス

英
国

名
目
賃
金
上
昇
率
(
0
9
年
～
)

低
下
傾
向

低
下
傾
向

リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
前

後
で
変
化
な
し

低
下
傾
向

低
下
傾
向

失
業
率
（
0
9
年
～
）

低
下
傾
向

一
時
上
昇
し
た
が
、
近
年

低
下
傾
向

低
下
傾
向

一
時
上
昇
し
た
が
、
近
年

低
下
傾
向

低
下
傾
向

ア
メ
リ
カ

ユ
ー
ロ
圏

ド
イ
ツ

フ
ラ
ン
ス

英
国

①
労
働
需
給
の
緩
み

＊
＊
＊

＊
＊
＊

＊

広
義
の
失
業
率

(
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
直
前
と
の
比
較
)

同
水
準

高
い

低
い

高
止
ま
り

（
20
1
4年

～
）

同
水
準

非
自
発
的
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
比
率

(
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
直
前
と
の
比
較
)

や
や
高
い

近
年
低
下

高
い

近
年
や
や
低
下

低
い

高
い

高
い

近
年
低
下

②
労
働
生
産
性
上
昇
率
の
鈍
化

＊
＊

＊
＊

＊
＊

＊
＊

＊
＊

労
働
生
産
性
上
昇
率
（
7
1
年
～
）

低
下

低
下

低
下

低
下

低
下

③
労
働
者
の
賃
金
交
渉
力
の
低
下

＊
＊

―
＊

＊
＊

労
働
組
合
組
織
率
(
8
5
年
～
）

低
下

―
低
下

ほ
ぼ
一
定

低
下

団
体
交
渉
適
用
率
(
6
0
年
～
）

低
下

―
低
下

上
昇

低
下

④
予
想
イ
ン
フ
レ
率
の
低
下

＊
＊

＊
＊

―
―

　
市
場
ベ
ー
ス
、
消
費
者
調
査
ベ
ー
ス

　
（
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
以
降
）

長
期
的
に
低
下
傾
向

長
期
的
に
低
下
傾
向

長
期
的
な
低
下
傾
向
は
な

く
、
1
5
～
1
6
年
ご
ろ
か
ら

上
昇
傾
向

⑤
労
働
者
の
モ
ビ
リ
テ
ィ
の
低
下

―
―

―

転
職
率

(
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
直
前
と
の
比
較
)

同
水
準

同
水
準

⑥
技
術
革
新
の
影
響

失
業

率
及

び
賃

金
の

動
向

賃
金

伸
び

悩
み

の
要

因

短
期
的
に
は
影
響
す
る
可
能
性
が
あ
る
が
、
長
期
的
に
は
賃
金
の
上
昇
に
寄
与
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